「北海道型・高齢者が住みやすいまちづくり構想」プロセス報告書・概要版

１　構想の経緯、構想の推進体制、構想の推進

	【構想の経緯】　　　

○全国より急速に進む本道の高齢化、今後迎える本格的な高齢社会の多様な課題に対応できる社会全般のシステムの早期構築が必要

○本構想は、生活空間のバリアフリー化や相互扶助の仕組みづくりなど、高齢者が住みやすいまちづくりの取組を通じ、地域の主体的な取組をより効果的・一体的に実施できるシステムの構築を目指すもの

○道が基本的視点や地域が主体で取り組むべき課題・改善方策をまとめた「北海道型・高齢者が住みやすいまちづくり基本構想」を策定(H15.3)し、基本構想を受け、江別市（大麻地区）、増毛町、本別町の3地区をモデルに選定し、地区毎に住民や企業、団体、行政が協働でモデル構想を策定（H16.3）した。
	○「北海道型・高齢者が住みやすいまちづくり構想」は基本構想とモデル構想の２つの構想が一体的なものとして位置付けられる。
【構想の推進体制】

・各モデル地区毎に推進組織(18～22名委員)　を作り、重点プロジェクト推進
【構想の推進】
◇江別市　誰もが住み慣れた大麻で、生き生きと安心して暮らしていける地域づくりの実現

◇増毛町　バリアを感じさせない、地域で支える安全・安心のまちづくり　

◇本別町　高齢者が地域を支える一万人家族のまちづくり


２　構想の途中（構想推進期間H16～20　5年間）でプロセスを取りまとめる意義

　　平成20年度を始期とする道の保健医療福祉計画（地域福祉支援計画）に反映させるため、プロセスを切り口として取りまとめ、「高齢者が住みやすいまちづくり」のモデルとして、他の地域のまちづくりに生かす

３　プロセスを取りまとめるに当たっての視点

　　４つの視点「組織づくり」「事業」「行政と地域との関係（協働のノウハウ）」「道の関わり」でプロセスを検証する

４　モデル地区のプロセス

	視点１　組織づくり
【3地区の概要、特徴】
・推進会議は検討委員会を発展的に改組したものでメンバーはほぼ同じ

・実行組織のプロジェクトチームの有無、つくり方は地区毎に相違
【組織づくりのポイント】

・推進体制は地区特性や実施内容により総合判断が必要だが、実行組織を設ける場合はコンパクトにし他の組織との連携を図る

・既存のまちづくり組織がある場合、当初の話し合いが重要

・当初から実行段階での役割分担の議論を十分行う

視点２　事業
【3地区の概要、特徴】

◇江別市～拠点づくりと大学との連携～　　

＜活動の中核となる場の形成（交流の場づくり）＞　　　　　　　

・空き店舗を活用した交流拠点形成（ほっとハウスおおあさ）

＜近隣大学との連携による福祉のまちづくり＞

・北翔大学による高齢者ＩＴ教室、高齢者宅除雪、まちなかバリアフリー調査等

・酪農学園大学による農畜産物販売・地域との交流

＜食のたまり場の形成＞

・交流型料理教室（交流、地産地消）の実施（札幌学院大学協力）

・コミュニティレストラン研究会設立・店舗試験的に開店

◇増毛町～住民参加の仕組づくり～　

＜公共施設・商店街のバリアフリー化の推進＞

・商店街やバス停へのベンチの設置（小学生や技能士会等共同製作）

・公共施設改善ランキング表作成（町内バリアフリー調査）

＜助け合い・支え合い組織の育成、活動強化＞

・ボランティア団体「ゆうゆうマーシー」を中心に町民同士が支え合い活動実践

＜暮らしを支えるサービス・集落地域の生活サポート＞

・配食サービス、有償ボランティア除雪サービスの実施

・町内巡回バスの購入・運行

◇本別町～定住支援の取組と高齢者の経験・能力の活用～　

＜安心して居住できる住まいづくり＞

・高齢期の住宅改修（改修支援チーム、人にやさしい住まいのフェア開催、

公営住宅の高齢者仕様建替、田園住宅地整備）
	＜まちなか活動拠点・道路のバリアフリー化推進＞

・公民館・体育館トイレ、玄関バリアフリー化、歩道と車道の段差解消

＜地域福祉活動の推進＞

・在宅福祉ネットワーク（組織づくり）や認知症介護（医療との連携、

見守り等）

＜高齢期の外出促進支援（集いの場づくり）＞

・商店街「ふれあいまちなかサロン」づくり
【事業実施のポイント】

・広報・広聴等を活用し地域住民の理解と協力を得ながら実施する

・取組実績のある団体が存在する場合は積極的な連携や協力を　　働きかける

・地域内に大学があり地域資源として活用可能な場合、当初から　　大学との話し合いの場を設ける

視点３　行政と地域との関係（協働のノウハウ）
【3地区の概要、特徴】

・住民主体だが行政が場面により一定の役割（江別市）

・行政主体だが役割分担が明確化され住民も協力（増毛町）

・行政主体の構想推進（本別町）
【協働のポイント】

・計画等策定する際は住民と相互に理解し合い目的を共有していくプロセスの形成が重要。住民同士で体験が共有されると、その後の住民意識は違ってくる
・協働事業を継続させるためには、住民の自主的な活動に委ねるだけではなく、住民に随時目標点や将来展望を伝えていくなどポイントで行政も役割を果たしていくこと

視点４　道の関わり
【概要、特徴】

・専任職員配置(H15,16－3名、H17,18－1名)、経費負担(H15,16)、会議参画、情報提供、普及啓発、庁内連携など
【道の関わりのポイント】

・道はプロセスを広く情報発信し、事例を積み重ね、他のまちづくりに生かすこと


５　まとめ
















